
17

【特集】韓国の労働運動と労使関係

経済危機以降の韓国労使関係

朴 昌 明
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はじめに

経済危機以降の韓国では，かつて民主化運動に貢献し，「親労働的」といわれた金大中・盧武鉉

が相次ぎ大統領に就任した。しかしその後も政府と労働組合の関係は改善されず，様々な産業にお

いて大規模な労働争議が発生して社会問題化した。一方，労働組合内部の不祥事の発覚や，多発す

る労働争議，正規職と非正規職の「二極化」への対応の消極性などによって，労働組合に対する批

判がさらに高まっている。

「韓国の政府と使用者は伝統的に，労使関係制度を設計する際に日本型をベンチマーキングして

きた」が，実際には日本と韓国の労使関係はそれぞれ明らかに異なる過程を歩んでいる［チェ・ヨ

ンギ, 2000, p.5］。日本と韓国は社会文化や経済発展方式など類似した部分が多いにもかかわらず，

労使関係については日本が「協調的」である一方，韓国が「対立的」であると表現され，その理由

として闘争志向的な労働組合によって引き起こされる労働争議などが挙げられることが多い。しか

し現在の韓国労使関係を分析するためには，非正規労働者など未組織労働者の存在にも着目しなけ

れば，「強い労働組合」や「多発する労働争議」のみを強調するステレオタイプ的な理解に陥る危

険性が存在する。

本稿の課題は，上記の問題意識をふまえて，経済危機以降の韓国労使関係の特徴について明らか

にすることである。まず，韓国の労使関係が対立的である原因として度々指摘される労働組合の運

動路線と組織状況について説明する。次に，政労使合意，団体交渉，労働争議の３つから，韓国労
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使関係の現状について検討する。最後に，以上の検討を踏まえて，経済危機以降の韓国労使関係の

特徴について，「対立性」と「デュアリズム(dualism)」の観点から明らかにするとともに，今後の

韓国労働運動の課題について若干の提起を試みる。

Ⅰ　労働組合の現状

１　労働組合の運動路線

韓国労使関係が対立的であるといわれる原因の一つとして労働争議の深刻化が度々挙げられる

が，なぜ韓国の労働争議が社会問題化するに至ったのかを究明するためには，まず労働組合の運動

路線について理解する必要がある。

1980年代中盤からの民主化運動の高揚のなか，学生運動家たちは，労働者が社会革命の主体であ

り，学生はその支援・連帯勢力であるという考えのもと，「偽装労働者」として労働現場に入るこ

とで労働者の組織化をはかり，後に在野労働運動勢力の指導者となることで現場闘争さらには大衆

地域闘争を模索していった［趙承赫韓国労使問題協議会会長への面談調査, 2005年８月18日］。そし

て在野労働運動勢力は，1990年に全国労働組合協議会（全労協），1993年に全国労働組合代表者会

議（全労代）へと組織再編を経て，1995年にナショナルセンターである全国民主労働組合総連盟

（民主労総）を出帆させることで組織的に発展し，闘争的労働運動をさらに追求した。民主労総は，

複数労働組合禁止規定によって結成以降法外団体とみなされてきたが，1999年11月に労働組合とし

て合法化されるなど，経済危機以降労働運動勢力に対する合法化が進展していった（1）。

低賃金で劣悪な労働環境に置かれていた労働者が，自らが抱える反資本主義的な情緒と経営者・

政府に対する不信感を背景に，労働者階級という意識を成長させながら，労働運動は発展した

［Koo, 2001, pp.186-187; 滝沢ほか訳, pp.244-245］。そのため，団体交渉は労使間における「階級戦争」

の性格を持つ場合が多く，労働争議はかなり戦闘的で対決的なものとなった［金東椿, 1995,

pp.444-445］。主に大企業と公共部門の労働者を中心に組織してきた民主労総にとっては，「ストこ

そ効果的に民主化運動と大企業部門の独寡占利潤を賃金として」分配できる重要な手段であり，組

織成長の動力だったのである［イ・ジャンウォンほか, 2005, p.13］。軍政時代に結成され親政府的

性向が強かったナショナルセンターである韓国労働組合総連盟（韓国労総）も，民主労総の出帆の

影響を受け，内部改革を実施することで親政府的な性格から離れていった。このようにして韓国の

労働運動勢力全体で闘争的運動路線の性格が強まったといえよう。

一方，1990年代以降「労働者間の格差が拡大し，大企業で正規雇用されている労働者が『特権的』

18 大原社会問題研究所雑誌　No.572／2006.7

a また経済危機以降，公務員・教員に対する労働３権に対する制限が緩和されるようになった。教員労働組

合の法制化に従って全国教職員労働組合（全教組）と韓国教員労働組合（韓教組）は1999年７月に公式的な

労働組合として認められ，40年ぶりに教員の合法的な労働運動が可能になった。一方，公務員については労

働組合ではなく公務員職場協議会として団結権が認められた。これを受けて設立された全国各地の公務員職

場協議会が結集し，2002年３月に大韓民国公務員労働組合総連盟，全国公務員労働組合がそれぞれ出帆した。

そして，2004年12月に制定された「公務員の労働組合設立及び運営等に関する法律」では，2006年１月の施

行から公務員の団結権と団体交渉権が認められることになった。
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なグループになると」，大企業労働組合は組合員の賃上げや雇用条件に関心を集中し，戦闘的経済

主義を強め社会運動的志向を喪失していった［ , 2005, pp.34-35］。労働者は，財閥一族など

経営者の財産形成過程に対しては極めて否定的な視角を持っていることから，労働組合は団体交渉

のテーブルでは過大・無理な要求を行う事例が多く見られた［裴茂基, 1995, p.25］。このような労

働組合の戦闘的経済主義と要求貫徹主義は，労働争議の増加・深刻化をもたらすため，経営者側だ

けでなく一般市民・政府・マスコミなど様々から「集団利己主義」という批判が労働組合に対して

高まっている。そして民主化運動の高揚期に親労働的といわれてきた金大中や盧武鉉が政権につい

てからも，深刻化した労働争議に対して公権力が投入され，労使・労政葛藤が頻繁に発生した。

労働組合が闘争的運動路線を強める一方で，ナショナルセンターは政党を通じた政治参与を模索

してきた。民主労総は進歩政党の結成を通じた政党との協力関係を模索し，2000年１月に民主労働

党を出帆させた（2）。民主労働党は2000年４月の総選挙で全国21の地方区で平均13％台の支持率，

2002年６月の地方選挙では8.1％の支持率を得るなど，労働者層を中心に一定の支持基盤を持つ野

党として成長した。そして2004年の総選挙では10議席を獲得し，第３政党の地位を獲得した。民主

労働党の国会進出は，労働界側の要求事項の立法化や，少なくとも国会の場で議論ができる可能性

を高めたという点では，労使関係に与える影響力を質的に高めたといえる［イ・ジャンウォンほ

か, 2005, p.38］。

２　労働組合の組織状況

（a）企業別組合体制

前述のように，現在韓国には韓国労総と民主労総の２つのナショナルセンターが存在する。2004

年12月末時点で韓国労総傘下には3,410組合，約92万人の組合員が［韓国労働組合総連盟, 2005a,

p.283］，民主労総傘下には744組合，約62万人の組合員がそれぞれ所属している［全国民主労働組

合総連盟ホームページ, 検索日2005年10月５日］。

韓国の場合，日本と同様に企業別組合体制が支配的であり，労働運動は分権的な性格を持ってい

る。これは，労働運動勢力拡大への制約要因として作用している。図表１を見ると，韓国の労働組

合組織率は，他の先進諸国に比べて低いことがわかる。この背景には，軍政期に政府が労働３権を

制限してきたことによって労働組合の組織化が困難な状況に置かれたこと［Koo, 2001; 朴昌明,

2004, pp.37-40］，企業別組合体制では組織化が困難である中小企業労働者や非正規労働者の規模が

大きいことなどが考えられる。

19
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s 民主労働党結成の影響も受け韓国労総も，2002年11月に韓国社会民主党（後に社会民主党→緑色市民党）

を出帆させたが，2004年の総選挙で惨敗し緑色市民党が解散することで独自政党路線は失敗に終わった。

図表１　先進諸国の労働組合組織率

韓国 日本 イギリス アメリカ ドイツ フランス イタリア スウェーデン

11 22 31 13 25 10 35 79

出所：OECD（2004），p.145.

（2000年, 単位：％）
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1980年代から90年代にかけて，失業者や非正規労働者などの増加によって先進諸国の労働組合組

織率は低下する傾向が見られたが，韓国においても1990年代初めから労働組合組織率が低下する傾

向にあり［Clarke et al., 2004, p.298］，組合員数も減少している［図表２］。労働組合組織率の低下

には様々な要因があるが，特に重要な要因としては，1990年代（特に経済危機以降）から中小企業

労働者や非正規労働者が占める割合が増加したのに対し，大企業正規労働者を中心に組織している

労働組合が，中小企業労働者や非正規労働者の組織化を積極的に展開しなかったことが挙げられ

る。

1997年末に発生した経済危機は，労働市場の不安定化をもたらす要因となった。企業の倒産や雇

用調整等によって大量の失業が発生したため，1997年から1998年の間に常用労働者（雇用期間が1

年以上の労働者）数が728万２千人から653万4千人へと急減し［韓国統計庁KOSIS DB, 検索日2006

年２月４日］，失業率も1997年が2.6％であったのに対し，1998年には7.0％まで急激に上昇した［韓

国労働研究院, 2005, p.15］。そして，1999年以降の景気回復による人員不足は，非正規労働者で埋

められるようになった。日雇労働者（雇用期間が１ヶ月未満の労働者）と臨時労働者（雇用期間が

１ヶ月以上１年未満）の数が，1998年が576万２千人だったのに対し，2002年には731万９千人へと

増加した［韓国統計庁KOSIS DB, 検索日2006年２月４日］。

しかし非正規労働者の増加に対して労働組合による非正規労働者の組織化はあまり進んでいない

のが現状である。図表３を見ると，2004年8月時点で常用労働者の労働組合組織率が20%を超えて

いるのに対し，非正規労働者に相当する臨時労働者・日雇労働者の労働組合組織率がそれぞれ1.5%，

0.4%と極めて低いことがわかる（3）。大企業の正規労働者は非正規労働者を「自分たちの雇用安定の

安全弁」とみなし，非正規労働者の組織化を怠ってきた［ , 2005, p.34］。さらに，企業の経
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図表２　韓国における労働組合組織率の推移

年度 1989 1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003

組合員数（千人） 1,932 1,803 1,667 1,615 1,484 1,481 1,569 1,550

労働組合組織率（％） 19.8 17.2 15.6 13.8 12.2 11.9 12.0 11.0

参考：労働組合組織率は組合員数を組織対象労働者数で割った数値（韓国労働部の集計方式）．

出所：韓国労働研究院(2005), p.201, 203から作成．

図表３　就業形態別による労働組合組織率

2003年８月 2004年８月

賃金労働者数（千名） 組合員数（千名） 組織率（％） 賃金労働者数（千名）組合員数（千名） 組織率（％）

常用労働者 7,236 1,538 21.3 7,700 1,735 22.5

臨時労働者 4,872 69 1.4 4,813 72 1.5

日雇労働者 2,041 8 0.4 2,071 8 0.4

出所：韓国労働研究院(2005), p.205から作成．

d 韓国では一般的に臨時労働者と日雇労働者が非正規労働者とみなされており，臨時労働者・日雇労働者を

韓国の代表的な非正規労働者と見ても問題はない［チョン・イファン, 2002, p.90］。
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営状況が悪化したり労使葛藤が深刻になったりすると，非正規労働者の要求を軽視・排除する事例

が度々見られた（4）。

また韓国の場合，中小企業に非正規労働者が多く［チェ・ジェファン韓国経営者総協会政策部長

への聞き取り調査, 2005年８月18日］，中小企業労働者に対する組織化も難しいのが現状である。

2003年時点で従業員500人以上の事業体に属する労働者が占める割合が労働者全体の8.7％に過ぎな

いのに対し，従業員100人未満の事業体に属する労働者の割合が労働者全体の78.2％（5）に及ぶ［韓

国労働研究院, 2005, p.31］。一方図表４を見ると，従業員100人以上の大規模の事業体では過半数を

超える高い割合で労働組合が組織されているのとは対照的に，従業員100人未満の事業体では労働

組合が組織されている割合が低いことがわかる。これは，中小企業労働者の組織化が困難な状況に

あることを示している。実際，2003年末時点で組合員500人以上の大規模労働組合に所属している

組合員は全体の70.2%である一方，組合員50人未満の小規模労働組合に所属している組合員は組合

員全体の3.6%にすぎない［図表５］。

このような現象は，「自分の事業場さえよければそれでよい」という考えから生じる企業別組合

の特徴といえる問題［韓国労働組合総連盟組織事業局, 1998］に関連している。これによって労働

組合の要求は，労働組合が組織されている大企業の賃上げや労働条件の改善に偏重し，大企業と中

小企業間の賃金・労働条件の格差を拡大させる要因となっている。そのため，大企業労働組合が中

小企業・下請企業労働者の利益を保護しようとせず，連帯感がないという批判が行われてきた［裴

21

経済危機以降の韓国労使関係（朴昌明）

f ハルラ重工業の事例がその典型的な例である。元請企業であるハルラ重工業に勤務する社内下請労働者は，

ハルラ重工業の正規労働者の労働組合による支援を受け1999年に別途の非正規労働者の労働組合（ハルラ重

工業社内下請労働組合）を結成した。しかし，現代重工業との引受合併過程で整理解雇が進んだために，正

規労働者の労働組合が工場占拠籠城ストを72日間実行したが，この過程で社内下請労働組合の要求事項は排

除された。また，使用者との団体交渉でも社内下請労働組合は排除され，当時現場で働いていた非正規労働

者600余名の雇用や労働組合の承継について要求できなかった。詳細はイ・イルジェ(2000), pp.120-121を参照

されたい。

g 内訳は，従業員1～4人の事業体に属する労働者の割合が32.8％，従業員5～9人の事業体に属する労働者の

割合が12.5％，従業員10～19人の事業体に属する労働者の割合が10.6％，従業員20～49人の事業体に属する労

働者の割合が13.4％，従業員50～99人の事業体に属する労働者の割合が8.9％である[韓国労働研究院, 2005,

p.31]。

図表４　従業員規模別による労働組合が存在する事業体の割合

全体 5~9人 10~29人 30~99人 100~299人 300~499人 500人以上

100.0 5.8 14.3 24.8 51.7 68.4 77.0

出所：韓国労働研究院（2005）, p.206から作成．

図表５　労働組合の規模別による組合員の割合

全体 1~49人 50~99人 100~299人 300~499人 500人以上

100.0 3.6 5.1 14.9 6.1 70.2

出所：韓国労働研究院（2004）, p.7から筆者が算出して作成．

（2003年, 単位：％）

（2003年, 単位：％）
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茂基, 1995, p.251］。

韓国の企業別組合は，法制度上からも新たな課題に直面している。韓国では，組合専従者の給与

を企業が負担するという特殊な慣行が存在している。これには，過去の政府の圧力によって企業別

組合体制が強要されたことが背景にあり，「その反対給付として専任者の給与を支給する慣行が形

成された」のである［イ・チョルス, チョ・ジュンモ, 2003, p.74］。1997年の労働関係法改定ではこ

の慣行が不当労働行為であると規定されたが，組合の財政基盤の脆弱性を考慮して2006年末まで規

定適用を猶予している。組合専任者の給与を労働組合が負担できるようにするための組合専任基金

を準備している事業場は５％にすぎないこと[Ibid., p.69]を考慮すると，2007年１月から企業からの

組合専任者の給与支給が禁止される場合，労働組合の存続問題に相当な影響を与えるものと考えら

れる［キム・ジョンハン, 2003, p.54］。

（b）組合形態の多様化への模索

そこで韓国労総と民主労総は，企業別組合体制の脆弱性を克服するために，多様な組織形態での

労働組合結成を模索している。まず，経済危機以降労働組合の組織体系を産業別組合へと転換させ

ようとする動きが活発になってきた。民主労総では，金属３組織の統合による全国金属産業労働組

合連盟（金属産業連盟）の出帆を中心に言論・公共・金融・建設・化学の分野で産業別連盟の組織

統合化が図られてきた［全国民主労働組合総連盟, 2000, p.12］。そして，1998年２月には民主労総

傘下で初めての単一産業別組合である全国保健医療産業労働組合が出帆し，2001年２月には金属産

業連盟の傘下に全国金属労働組合という単一産業別組合が結成されるなど，産業別組織への編成が

さらに進んだ。韓国労総では，公共サービス・公共建設・政府投資機関・教員・食品等の産業別連

盟を新規で加入させることで組織を多角化させる戦略を採る一方［韓国労働研究院, 1999, p.37］，

2000年３月には単一産業別組合である全国金融産業労働組合が結成された。

ただし労働組合の産別化については，現時点では企業別組合体制からの影響で様々な制約を抱え

ているといえる。韓国の産業別組合は，他の国の産業別組合とは異なり，最下部組織が地域レベル

ではなく既存の企業別組合であり，企業別組合の組織を維持したまま産業別組織を編成している

［イ・スンウク, 2003, p.77］。そのため，「既存の組合による産業別組合の結成は最も搾取されてい

る労働者のグループの組織化に結びつかず，単に大企業の正規労働者の組合の合併に終わってしま

う」［ , 2005, p.36］可能性が存在している。また産業別組合に非正規職支部が設けられてい

ても，雇用契約期間が限られているなど非正規職の雇用が不安定であるために，組織化が困難であ

る［ハ・イクチュン全国金融産業労働組合金融経済研究所研究室長への面談調査, 2005年８月22日］

といった問題を抱えている。

以上のような背景から，既存の労働組合とは独立した方法で，貨物運輸・民間教育産業・保険な

どで全国レベルの業種別組合，ビル管理・ホテル産業・中小企業を対象に地域一般組合，不安定雇

用の女性労働者などを組織化しようとする女性組合，人材派遣会社に雇用されて構内下請として工

場に派遣される「社内下請」労働者の組合が組織され始めた［ , 2005, pp.36-37］。非正規労

働者や中小企業労働者の組織率がきわめて低い[図表3; 図表４; 図表５]ことからもわかるように，

これらの労働者に対する組織力は不安定雇用労働者全体にはまだ十分に波及していない。また，
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法・制度的な障害によって企業側との交渉に困難を抱えている場合も多い。例えば，社内下請労働

者による労働組合の場合，雇用契約の関係上，実際に働いている元請企業に対する交渉が困難であ

る［チェ・ジェファン韓国経営者総協会政策部長への聞き取り調査, 2005年８月18日］。貨物運輸業

における契約労働者も，「労働者」ではなく独立した「請負業者」とみなされ，労働組合が法的に

承認されない［ , 2005, p.36］という問題を抱えている。しかし，「不安定雇用労働者の闘争

は，これらの労働者の賃金や労働条件で社会的に搾取されていることを多くの人々に知らしめる機

会となっている」［Ibid., p.38］。

Ⅱ　労使関係の現状

１　政労使合意

経済危機直後韓国を代表する政労使合意機構として労使政委員会が設立された。労使政委員会は，

1998年２月に労働関係法改定をめぐる政労使間の合意を実現させ，当時アメリカのニューヨークで

進められていた対外債務交渉で極めて有利な材料をもたらした［尹辰浩, 1999, p.7］。しかし，その

後労使政委員会の運営は難航し，労使・労政葛藤という「副作用」をもたらした。

この背景には，1998年２月に「成功」したように思われた政労使間の合意内容に問題があったと

いう点が挙げられる。当時労使政委員会で合意された主要内容は，整理解雇制・労働者派遣制の導

入，公務員・教員労働組合の認定などであった。これは，公務員・教員に労働３権を部分的に認め

ることを引き換えに，（雇用削減を含んだ）労働市場のフレキシビリティを促進させたことを意味

する［朴昌明, 2004, p.137］。

ネオ･コーポラティズム（neo-corporatism）は，完全雇用や社会保障等との「政治的交換」を条

件に労働組合側が賃上げ要求を自制させることを試みる戦略である［石田, 1992, p.278］。スウェー

デンの場合，社会民主主義政権が存在し，労働組合の組織体系や団体交渉の中央集権性が高いこと

［Hammarström & Nillson, 2004］などが，全国レベルでの労使協調を実現させる要因として作用し

た。韓国の政労使合意機構は，北欧など政労使合意政策を実行した先進諸国の政労使合意機構をモ

デルに作られたが，韓国には上記のような全国レベルでの労使協調を実現させる要因が存在してい

なかった。さらに経済危機のもと企業経営の急速な悪化に対する至急策として整理解雇制・労働者

派遣制の導入が政労使間で合意され，雇用削減が促された。これは，韓国の場合，ネオ・コーポラ

ティズムの機能である雇用の維持・創出を伴う政治的交換ではなく，むしろネオ・コーポラティズ

ムの形成に対して否定的要因となるような政治的交換が実施されたことを意味している［朴昌明,

2004, p.128］。

経済危機発生時における政労使合意の問題点は，その後の政労使交渉への「後遺症」として作用

した。整理解雇制と労働者派遣制の導入が「追い風」となって，正規労働者が削減される一方，非

正規労働者が増加して労働市場が不安定化していった[本稿第Ⅰ章2項]。そのため，労働側は労使

政委員会を通じた政労使合意という方法に根強い不信感を抱くことになったのである。経済危機直

後労働組合は，大幅賃上げ要求を自制して譲歩交渉を行っていたが，大規模な雇用削減が実行され

たため，大幅賃上げ要求戦略に変更していった［本稿第Ⅱ章２項］。このような問題を背景に深刻
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な労使・労政葛藤が発生し，まず民主労総が1999年２月に労使政委員会を脱退した。

金大中・盧武鉉両政権は，労使政委員会を通じた政労使合意システムの確立を模索してきた。民

主労総の脱退後，金大中政権は労使政委員会を法制度的機構として位置づけるなど，労使政委員会

の社会的影響力を拡大させようと試み，2000年には金融構造調整をめぐる政府・労働組合間の合意

や労働時間削減に関する政労使の基本的合意を実現させた。盧武鉉政権においては，2004年に政労

使の合意に基づき「職作りのための社会協約」の締結を実現させた。

しかしこれらの合意は，法的拘束力がないため，雇用維持・創出を約束する「確実性のあるルー

ルや約束」とは必ずしもいえず，政治・経済的環境の変動等によって合意が破られれば労使・労政

葛藤を誘発することになる。結局，労働市場の二極化・不安定化の問題は解決の方向に進まず，労

使・労政間の葛藤は深まるばかりであった。その結果，韓国労総も2005年7月に労使政委員会を脱

退し，労働界代表が存在しなくなったことで労使政委員会の政労使合意機能は大幅に低下した（6）。

２　団体交渉

（a）団体交渉の構造

韓国の場合，日本のように企業別組合が中心的組織体系であることから，賃金交渉もほとんど企

業別で行われている［図表６］。ナショナルセンターや経営者団体が全国レベルで締結する賃金協

約は存在せず，これらが提示する賃上げ率は一種の「ガイドライン」である［チェ・ジェファン韓

国経営者総協会政策部長への聞き取り調査, 2005年８月18日］。企業別組合は，企業レベルでの協約

体制を志向し，特に正規労働者にのみ労働協約が適用されることで同種産業の他企業の労働者や非

正規労働者が協約の適用範囲から除外されるため，労働協約適用率は低くなる［キム・ジョンハ

ン, 2005, p.34］。企業別交渉が中心になっている韓国は，労働組合組織率や団体交渉の中央集権性

が比較的高いドイツ・イタリア・スウェーデンなどに比べて労働協約適用率が明らかに低い［図表

７］。また2000年の韓国の労働組合組織率は11%とフランス（10％）と類似した水準であるが［図

表１］，産業別交渉が中心であるフランスの協約適用率が90%を超えるのに対し，企業別交渉が中

心である韓国の協約適用率は10%を超える程度にすぎない［図表７; キム・ジョンハン, 2005, p.34;

Goetschy & Jobert, 2004, p.184］。
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h 韓国労総は2006年２月２日に労使政委員会に復帰することを表明した［韓国労働組合総連盟, 2006］。

図表６　賃金交渉の構造

賃金交渉の構造 企業別交渉 業種別共同交渉 地域別共同交渉 多角線交渉 産業別交渉

割合 78.1 12.5 2.8 3.0 3.6

出所：韓国労働研究院（2005）, p.211.

（2003年, 単位：％）

図表７　先進諸国の労働協約適用率

韓国 日本 イギリス アメリカ ドイツ フランス イタリア スウェーデン

10+ 15+ 30+ 14 68 90+ 80+ 90+

出所：OECD(2004), p.145.

（2000年, 単位：％）
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韓国では，企業別交渉から発生する問題を克服し，労働者階層全体に対する団体交渉の影響力を

高めるために団体交渉の産別化が模索されており，金属・金融・病院などの産業で産業別交渉が行

われている。しかし，産業別交渉を行っても企業別交渉をまた行うことで二重交渉になる場合が多

い［チェ・ジェファン韓国経営者総協会政策部長への聞き取り調査，2005年８月18日］。例えば金

融産業では産業別組合が組織され，産業別単位で賃金交渉が行われているが，そこで妥結される賃

上げ率は，企業レベルで賃金交渉が行われる際の「ガイドライン」程度の水準にすぎず，産業別交

渉で妥結された賃上げ率が個別企業に対して具体的な拘束力を持つわけではない［ハ・イクチュン

全国金融産業労働組合金融経済研究所研究室長への面談調査, 2005年８月22日］。これは，産業・地

域水準での労使交渉が行われる一方，事業場レベルでの労使間の直接交渉が存在しないドイツの事

例［Fürstenburg, 2004, p.208］と対照的である。さらに韓国の場合，中央交渉・地域別集団交渉・事

業場別多角線交渉の混在，労使葛藤の激化から中央交渉の合意内容と事業場レベルでの団体交渉間

における調整がうまくいかないという問題点も発生している［イ・ジュヒ, 2004, p.55］。したがって

使用者側の立場から見ると，賃金交渉の二重構造の複雑性や交渉の長期化，労働組合の闘争が発生

し長期化することへの危惧から，産業別交渉への賛同が困難であり［チェ・ジェファン韓国経営者

総協会政策部長への聞き取り調査, 2005年8月18日］，産業別交渉の普及を妨げる要因となっている。

（b）団体交渉の推移

1987年からの民主化運動の高揚に伴う労働運動の成長に伴い，低賃金に置かれていた労働者が高

い賃上げを要求したことから，労働組合は大幅賃上げ要求路線を採りつづけてきた。ところが，経

済危機の直後である1998年に労働組合は大幅賃上げ要求の自制路線をとり，譲歩交渉を行うことに

よって従業員の雇用維持を試みた。しかし，整理解雇や希望退職等，雇用削減路線をとる企業が急

増したため，韓国労総と民主労総は1998年の譲歩交渉が結果的に現場闘争力と組織力の弱化をもた

らし，雇用安定協約が締結された企業でさえ雇用調整が断行されるなど譲歩交渉による実益が無か

ったと評価した［チェ・ヨンギほか, 2001, p.646］。

石油危機時の日本においては，労働組合が大幅賃上げ要求の自制路線を，企業は組合員の雇用維

持路線をそれぞれ選択することによって，企業レベルでの労使間妥協が成立した［井戸, 1998］。一

方，経済危機時の韓国においては，労働組合が大幅賃上げ要求の自制路線をとったのに対し，企業

側が雇用削減路線を選択した。経済危機という緊急情勢のもと，企業側にとって人件費削減は，急

速に悪化した経営状況の改善に対して短期間で効果を発揮する戦略であった。そのようななか，

1998年２月の政労使合意による整理解雇制の導入は，企業が雇用削減路線を選択する「追い風」と

して作用したのである。

しかしその結果，労働組合は大幅賃上げ要求路線に回帰し，労働争議が増加していくことで企業

における労使間の妥協の可能性は大きく損なわれた。特に2000年から2004年まで，両労総の賃上げ

要求率は10％を超えるものとなった［図表８］。図表８を見ると，全体的に名目賃金上昇率が協約

賃上げ率よりも高い数値になっている。協約賃上げ率と実際の賃上げ率との乖離は，年末の特別成

果給の支給等によるものであり，大企業と中小企業間の賃金格差の拡大をもたらしている［イム・

サンフン, 2005, p.2］。
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2005年の団体交渉から労働組合は，生計費による基準をもとに正規労働者と非正規労働者に区分

して要求賃上げ率を提示するようになった［図表８］（7）。これは，労働組合が大企業の正規労働者

を中心に組織されていることから，従来の賃上げ要求方式では正規労働者と非正規労働者との間に

見られる顕著な賃金格差を是正できないためである（8）。この労働組合側の要求は，大企業の正規労

働者と労働組合自身の経済的利益を極大化させようとする過程で中小企業労働者や非正規労働者の

賃金抑制をもたらしたという社会的批判に対する反省でもある［イム・サンフン, 2005, p.1］。

一方使用者側は，国民経済生産性増加率という概念から適正賃金調整率を算出しており［韓国経

営者総協会, 2005, p.55］（9），正規職・非正規職を分ける賃上げ率の導入については消極的である（10）。

その理由として，労働組合の要求賃上げ率が労働生産性を反映して算出されているとはいえないこ

と，労働組合が非正規労働者をあまり組織していないにもかかわらず，その未組織労働者を団体交

渉の対象にすることに疑問を持っていることが挙げられる［チェ・ジェファン韓国経営者総協会政
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図表８　上級労使団体の賃上げ要求率と提示率

賃上げ提示率・要求率 協約賃上げ率 名目賃金上昇率

経総 韓国労総 民主労総 賃金総額基準 通常賃金基準

1997 賃金総額凍結 11.2 7.6~13.6 4.3 4.2 7.0

1998 人件費20％削減 4.7 5.1~9.2 －2.7 0.0 －2.5

1999 凍結又は削減（注1） 5.5 7.7（±1.5） 2.1 2.1 12.1

2000 5.4 13.2 15.2（±2） 7.6 7.2 8.0

2001 3.5 12.0 12.7（±2） 6.0 6.0 5.6

2002 4.1 12.3 12.5（±1.5） 6.7 11.6

2003 4.3 11.4 11.1（±2） 6.4 9.4

2004 3.8又は凍結（注2） 10.7 10.5（±2） 5.2 6.5

2005 3.9又は凍結（注3） 9.4：正規職 9.3（±2）：正規職 4.8 －

19.9：非正規職 15.6：非正規職

参考：（注1）構造調整が完了した企業は賃金凍結を，進行中の企業は賃金削減を提示．

（注2）従業員300人以上の企業は賃金凍結，300人未満の企業は3.8%賃上げを提示．

（注3）従業員1000人以上の企業は賃金凍結，1000人未満の企業は3.9%賃上げを提示．

出所：韓国労働研究院（2005）, p.210; インターネット毎日労働ニュース, 2005年12月15日．

（単位：％）

j 韓国労総と民主労総はまず，それぞれの算出方法に基づく生計費の充足率に基づいて正規職の要求賃上げ

率を算定し，次に正規職と非正規職の賃金格差を考慮して非正規職の要求賃上げ率を算定している。詳細は，

韓国労働組合総連盟（2005b），全国民主労働組合総連盟（2005）を参照されたい。

k 2000年の月平均賃金総額は，常用労働者が152万7千ウォンであったのに対し，臨時労働者は85万2千ウォン

（常用労働者の55.8％），日雇労働者は64万6千ウォン（常用労働者の42.3％）であった。一方，2004年の月平

均賃金総額は，常用労働者が203万6千ウォンであったのに対し，臨時労働者は108万ウォン（常用労働者の

53.0％），日雇労働者は77万9千ウォン（常用労働者の38.3％）であった。このことから見ても，正規労働者と

非正規労働者における賃金格差の拡大傾向が是正されていないことがわかる。詳細は，韓国労働研究院,

2005, p.101を参照されたい。

l 2005年度の適正賃金調整率の算出方法は次のとおりである[韓国経営者総協会, 2005, p.55]。

国民経済生産性増加率（適正賃金調整率）

＝実質GDP成長率（3.8％）＋GDPデフレーター増加率（2.3％）－就業者増加率（2.2％）＝3.9％
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策部長への聞き取り調査, 2005年８月18日］。また，高賃金労働者である正規労働者が低い賃上げ率

で，低賃金労働者である非正規労働者が高い賃上げ率で協約賃上げ率が妥結されても，両者の賃金

格差が大きいために賃金格差が是正されないケースも想定される（11）。

３　労働争議

民主化運動時代に労働者側に対して融和的であったといわれる金大中・盧武鉉が政権に就いてか

らも大企業・公企業などで発生したストが深刻化し，政府が公権力の投入をはかるなど社会問題化

するケースが見られる。韓国の労使関係が対立的であるといわれるのもこのような背景があるため

である。実際，全産業労働者1000人当たり労働損失日数を比較すると，産業平和が実現されたとい

われるドイツや日本に比べて韓国の方がかなり多く，韓国の場合特に経済危機発生以降（1998年～

2002年）がそれ以前（1993年～1997年）よりも増加している［図表９; イ・ジャンウォンほか,

2005, p.3］。
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図表９　全産業労働者1000人当たり労働損失日数

韓国 日本 ドイツ イタリア スウェーデン イギリス アメリカ

1993～1997年 71 2 8 152 54 25 42

1998～2002年 112 1 3 110 5 23 47

1993～2002年 92 1 5 131 29 24 45

出所：イ・ジャンウォンほか（2005），p.2.

¡0 2005年の団体交渉では，金融産業で正規職・非正規職を区分した賃上げ率に合意したが，それ以外の産業

でこのような事例は特に見られなかった[イ・ミンウ韓国労働組合総連盟政策局長からのE-mailによる回答,

2006年1月25日]。

¡1 例えば全国金融産業労働組合は，2005年度の賃上げ率について，韓国労総の要求賃上げ率に従い，正規職

9.4％，非正規職19.9％を要求した。その場合，正規職の月平均賃金は460万2千ウォンから503万5千ウォンに，

非正規職の月平均賃金は158万9千ウォンから190万5千ウォンにそれぞれ上昇する。結局両者の賃金格差は，

301万3千ウォンから312万9千ウォンとむしろ拡大するという計算になる。詳細は，インターネット毎日労働

ニュース, 2005年6月29日を参照されたい。

図表10を見ると，経済危機を契機に労働争議発生件数・労働争議参加者数・労働損失日数がいず

れも増加していることがわかる。労働争議の発生原因を見ると，労働協約をめぐる労働争議が急増

している［図表11］。

図表10 労働争議の状況

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

労働争議発生件数（件） 78 129 198 250 235 322 320 462

労働争議参加者数（千名） 44 146 92 178 89 94 137 185

労働損失日数（千日） 445 1,452 1,366 1,894 1,083 1,580 1,299 1,197

出所：韓国労働研究院（2005）p.207, 208から作成.
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労働協約や構造調整をめぐる労働争議については，労働組合が，雇用安定協約の労働協約への反

映や，大量の構造調整を行う際の労働組合との協議を要求するなど，雇用問題に関連している事例

が多い［イ・ミンウ韓国労働組合総連盟政策局長への面談調査，2005年８月18日］。つまり，労働

協約をめぐる労働争議が増加した背景には，雇用維持のための安全装置を労働協約上に反映させよ

うとする労働組合側の意図と「雇用のフレキシビリティを確保しようとする使用者側の市場論理が

強く衝突して発生したこと」が考えられる［イ・ジャンウォンほか, 2005, p.22］。また，会社側が

雇用安定に関する労働協約を守らなかった場合，労働組合としては，まず雇用問題の至急解決を図

らなければならず，労働委員会に申告するなどの方法があっても時間の制約上それが救済としての

意味があるとは思われないことから，一旦まず実力行使を図らなければならない［イ・ミンウ韓国

労働組合総連盟政策局長への面談調査, 2005年８月18日］。このような事情も雇用問題をめぐる労働

争議を増加させる要因になっている。さらに，図表11の労働争議の発生原因における「その他」の

項目においても，労働条件の改善，操業短縮，整理解雇，会社売却による解雇，希望退職者募集へ

の反対，企業統合への反対，人事の発令など［韓国労働研究院, 2005, p.208］労働者の雇用問題に

関連した事項が含まれている。

なお，2005年については11月末時点で労働争議発生件数が274件，労働損失日数が802千日となっ

ており，2004年の11月末時点（労働争議発生件数452件，労働損失日数1,159千日）と比較して大幅

に減少しているが，近年結成されてきた非正規職・社内下請・特殊形態労働従事者など不安定雇用

労働者の労働組合［本稿第Ⅰ章２項］による葛藤，つまり既存の企業別組合の枠とは異なる領域で

の葛藤が増加している［韓国労働部, 2005］。「不安定雇用労働者の運動は，既存の労働市場構造や

政府や企業の産業戦略に対して強い異議を唱えるため，象徴的なインパクトをもつ」ことから，

「労働者闘争の新たな震源となりつつあ」る［ , 2005, pp.38］。

おわりに

第Ⅰ章で説明したように，韓国の労働組合組織率は他の先進諸国に比べてかなり低いうえ，非正

規労働者や中小企業労働者の増加に伴って組織率がさらに低下する傾向が続いている。Goldthorpe

は，非正規労働者，下請企業労働者，外国人労働者など組織率が低い労働者の活用を拡大していく

ことで，組織労働者の力が減殺され，市場の力が拡張されていく現象をデュアリズムという用語を
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図表11 労働争議の発生原因

1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

労働協約 51(65.4) 57(44.2) 89(44.9) 167(66.8) 149(63.4) 249(77.3) 249(77.8) 386(83.5)

賃上げ 18(23.1) 28(21.7) 40(20.2) 47(18.8) 59(25.1) 44(13.7) 43(13.4) 56(12.1)

賃金未払い 3( 3.8) 23(17.8) 22(11.1) 7( 2.8) 6( 2.6) 2( 0.6) 5( 1.6) 3( 0.6)

解雇 0( 0.0) 3( 2.3) 0( 0.0) 2( 0.8) 0( 0.0) 8(2.5) 0( 0.0) 0( 0.0)

その他 6( 7.7) 10( 7.8) 47(23.7) 27(10.8) 21( 8.9) 19( 5.9) 23( 7.2) 17( 3.7)

合計 78(100.0) 129(100.0) 198(100.0) 250(100.0) 235(100.0) 322(100.0) 320(100.0) 462(100.0)

参考：括弧内は労働争議発生件数全体に占める割合を意味する．

出所：韓国労働研究院（2005）p.208に加筆を加えて作成.

（単位：件, ％）
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用いて説明した［Goldthorpe, 1984］。デュアリズムの深化は，規制緩和による市場論理の貫徹，労

働法制の再検討，人事・処遇の個別化などのかたちで具体化される新自由主義（neo-liberalism）

的なアプローチと「共鳴」する現象である［Ibid., pp.337-338; 稲上ほか訳, p.37; 五十嵐, 1998, pp.8-

9］。「対立的」であるといわれる韓国労使関係のもうひとつの特徴は，デュアリズムの性格が深化

しているということである［朴昌明, 2004］。

ネオ･コーポラティズムは労働運動勢力を「包摂」するのに対し，デュアリズムは労働運動勢力

を「排除」する戦略であるため，ネオ･コーポラティズムとデュアリズムは対立的な性格を持って

いる［石田, 1992, p.251, 278］。韓国の政労使合意政策が難航してきたのはその点にある。経済危機

発生直後に発足した金大中政権は，労使政委員会を通じて労働運動勢力の「包摂」を図りながらも，

整理解雇制・労働者派遣制の導入などデュアリズムを深化させるような政策について政労使間で合

意を行ったため，これが労働者の反発を招き，その後の労使・労政葛藤につながったのである［朴

昌明, 2004］。

この「後遺症」は盧武鉉政権に入ってからも続いている。盧武鉉政権は，経済的自由化に関して

「新自由主義的政策基調を維持して」おり，「決して『親労働』的な政権」とはいえないが［木宮,

2005, p.8］，労働組合側に政労使合意システムへの参与を求めているという点においては，労働運

動勢力の「包摂」を試みているといえよう。しかし，その意図に反して政労使合意システムの機能

が失われている背景には，一見社会民主主義的に見える政労使合意システムが，労働組合側が要求

している雇用安定政策をあまり反映させず，むしろ新自由主義的労働市場政策を促進させる手段と

して利用されるのではないかという労働組合側の根強い不信感が挙げられる。さらに，労使紛糾が

発生すると政府が公権力を投入する事例も見られたことから，労働組合側にとっては，盧武鉉政権

が少なくとも親労働的政権であるとは認識できず，むしろ対立意識を抱いているのが現状である。

したがって経済危機以降における韓国労使関係の「対立性」は，「デュアリズムの深化」に深く

関連しているのである。これは雇用問題をめぐる労働争議が，経済危機以降増加していることから

もわかる。大企業など労働組合（特に民主労総傘下の労働組合）が存在する企業の一部では労働組

合が強い闘争力を持っており，雇用問題をめぐり労働争議にまで発展する事例が増加している。こ

のように経済危機以降，韓国企業で見られる労使葛藤は，「デュアリズムの深化」に対する労働組

合側の抵抗としての性格が強い。

一方，非正規労働者など未組織労働者の存在に着目すると，「対立的」といわれる韓国労使関係

における別の側面を見ることができる。それは，韓国では使用者側に対して「対立」できる力量を

持たない未組織労働者が労働者階層の大多数であり，さらに増加していることである。大企業正規

労働者など労働組合を通じて使用者に「対立」できる労働者と，中小企業労働者・非正規労働者な

ど労働組合の支援が得られず使用者に「対立」できる力量を持たない労働者の存在という二極構造

が，現在の韓国労使関係に大きく影響しており，労働組合の社会的力量の強化に対する制約要因と

して作用している。

このような背景から，非正規労働者など不安定雇用労働者の組織化が現在の韓国労働運動におけ

る重要課題となっている。不安定雇用労働者による運動は，労働市場の二極化を社会問題として提

起し，注目を浴びている。しかしその組織的規模は，不安定雇用労働者全体のなかではまだ小さい
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ものであり，法制度的な困難も抱えている。1970年代は軽工業の女性労働者と教会の連帯が，80年

代は労働者と学生の連帯が労働運動を発展させてきたが，90年代は正規労働者が中心となる労働組

合が自らの経済的利益を追求する路線へと変容することで労働運動の弱体化が見られた[Koo,

2001]。したがって今後は，既存の労働運動の中心勢力である大企業正規労働者が不安定雇用労働

者との連帯に取り組み，待遇・人権面での改善のための運動を積極的に展開できるかどうかが，韓

国労働運動の方向性を定める重要な要因になるといえよう。

（パク・チャンミョン　駿河台大学法学部専任講師）
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